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１．はじめに 

（１）高圧ガス保安法に基づく保安検査の方法について 

高圧ガス保安法（以下「法」という。）では、法第８条第１項第１号で、第１種製

造者が設置する製造のための施設の位置、構造及び設備に関する技術上の基準（以下

「技術基準」という。）を定め、法第５条第１項に基づく製造施設の許可の時には、

設置する施設が当該技術基準に適合していることを都道府県知事が確認して許可を行

う。施設の設置後は、都道府県知事等が法第２０条で規定する完成検査、法第３５条

で規定する保安検査の際に、当該施設に対する技術基準への適合状況を確認すること

となっている。また、法第１１条第１項で第１種製造者に対し、製造施設について当

該技術基準の遵守義務を課している。 

法第３５条に基づく保安検査の方法については、一般高圧ガス保安規則、液化石油

ガス保安規則、コンビナート等保安規則及び冷凍保安規則の各省令の別表で保安検査

の方法を定めている施設等を除き、「保安検査の方法を定める告示（平成１７年経済

産業省告示第８４号）」（以下「保安検査告示」という。）で指定された民間団体等

が策定した保安検査規格を保安検査の方法としている。 

 

（２）民間団体等が策定した保安検査規格を保安検査の方法として保安検査告示で指定す

るまでの手続きについて 

民間団体等が策定した保安検査規格を保安検査の方法として保安検査告示で指定す

る際は、従来は総合資源エネルギー調査会高圧ガス部会保安検査規格審査小委員会に

おいて保安検査規格の審査・評価を行い、妥当と判断された保安検査規格について保

安検査告示に指定してきた。 

平成２４年９月１９日に原子力安全・保安院が廃止され、高圧ガス保安法を所掌す

る部署として経済産業省商務流通保安グループ内に新たに高圧ガス保安室が設置され、    

また、民間団体等から提案された保安検査規格を審査・評価を行う審議会組織として、

平成２４年１１月２８日に産業構造審議会保安分科会高圧ガス小委員会に保安検査規

格審査ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）が設置された。 

こうした経緯を踏まえ、民間団体等が策定した保安検査規格についてはＷＧにおい

て審査・評価を行い、妥当と判断された保安検査規格について、保安検査告示に指定

することとする。 

 

（３）液化石油ガス岩盤備蓄基地の保安検査の方法の申請について 

平成２４年１１月１９日に高圧ガス保安協会から経済産業大臣に、「ＫＨＫ／ＪＯ

ＧＭＥＣ Ｓ ０８５０－８（２０１２）（液化石油ガス岩盤備蓄基地関係の保安検

査基準）」を保安検査告示において、保安検査の方法として指定することを希望する
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旨の申請があった。 

これを踏まえ、高圧ガス保安室において、当該保安検査規格が事前確認項目（２．

（１）で評価結果を記述。）に該当することを確認したことからＷＧに付議し、保安         

検査の方法として妥当かどうかについて審査・評価を行うこととした。 

 

（４）ＷＧにおける審査・評価の経過 

① ＷＧの審査・評価の手順、視点について 

平成２４年１２月２８日に開催された第１回ＷＧにおいて、「産業構造審議会保安

分科会高圧ガス小委員会保安検査規格審査ワーキンググループの運営について」（以

下『「ＷＧの運営について」』という。添付資料参照）について審議を行い、民間団

体等から申請を受けた規格を保安検査の方法として指定するための、審査・評価の手

順や観点について了承を得た。 

② ＷＧにおける岩盤備蓄基地保安検査規格の審査・評価 

 平成２４年１２月２８日に開催された第１回ＷＧ及び平成２５年２月１５日に開

催された第２回ＷＧにおいて、「ＷＧの運営について」に基づき審査・評価が行われ、

本保安検査規格が保安検査の方法として妥当であるという評価を得た。 

  

  本評価書は、その経過及び内容をまとめたものである。 

 

＜ＷＧにおける審査・評価の経過＞ 

○平成２４年１２月２８日 第１回ＷＧ 

１）本ワーキンググループの位置付け、運営について 

２）ＫＨＫ／ＪＯＧＭＥＣ Ｓ ０８５０－８（２０１２）保安検査基準（液化石

油ガス岩盤備蓄基地関係）の審査・評価 

３）今後のスケジュール 

 

○平成２５年２月１５日 第２回ＷＧ 

１）第１回保安検査規格審査ＷＧの議事録について 

２）ＫＨＫ／ＪＯＧＭＥＣ Ｓ ０８５０－８（２０１２）保安検査基準（液化石 

油ガス岩盤備蓄基地関係）の審査について 

３）ＫＨＫ／ＪＯＧＭＥＣ Ｓ ０８５０－８（２０１２）保安検査基準（液化石 

油ガス岩盤備蓄基地関係）の評価書（案）について 
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２．岩盤備蓄基地保安検査規格のＷＧへの付議について 

（１）岩盤備蓄基地保安検査規格をＷＧに付議するにあたり、高圧ガス保安室において、 

「ＷＧの運営について」の２．（１）の事前確認項目①から⑥の事項について以下 

の通り確認した。 

 

① 学協会等公的な性格を持つ民間機関（社団法人等）が検査規格を策定している。 

 当該検査規格は、高圧ガス保安法（以下「法」という。）に基づき設立された民間

法人「高圧ガス保安協会」が策定している。 

 高圧ガス保安協会は同法により「高圧ガスによる災害の防止に資するため、高圧ガ

スの保安に関する調査、研究及び指導、高圧ガスの保安に関する検査等の業務を行う

ことを目的とする。」（法第５９条の２）とされており、具体的には、定款等に基づ

き、①高圧ガス保安に関する調査研究、②法に基づく保安に関する講習、③高圧ガス

容器等に対する検査等の公益に資する業務を行っている。また、同協会の会員として、

主要な高圧ガス製造事業者、販売事業者、指定保安検査機関及びこれらの全国団体が

網羅的に含まれている。 

 従って、規格策定機関である高圧ガス保安協会は公的な性格を持つ民間機関であり、

事前確認項目「①学協会等公的な性格を持つ民間機関（社団法人等）が検査規格を策

定している。」に該当する。 

 

② 検査規格が一般に入手可能である。 

規格発効後、高圧ガス保安協会ホームページに保安検査規格の本文を掲載するとと

もに、実費で頒布することを予定している。従って、事前確認項目「②検査規格が一

般に入手可能である。」に該当する。 

 

③ 高圧ガス保安の分野における中立的な学識経験者及び検査規格の対象となる関係

業界団体の技術部門の代表者がそれぞれ一定の割合以上含まれた委員会で検査規格

が審議・検討されている。 

本保安検査規格の審議・検討は、高圧ガス保安協会に設置された技術委員会にお

いて、本保安検査規格策定が承認され、具体的な本保安検査規格の策定にかかる審

議・検討は、技術委員会で設置の承認がなされた高圧ガス規格委員会及び高圧ガス

規格委員会で設置の承認がなされた岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科会

でなされている。 

１） 技術委員会 

委員１６人のうち、１０人が中立的な学識経験者、４人は高圧ガス関係業界関 

係者（石油化学関係、石油精製関係、産業ガス関係、冷凍関係）、２人が消費者 
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代表等で構成されている。 

２）高圧ガス規格委員会 

   委員２０人のうち、６人が中立的な学識経験者、８人が高圧ガス関係業界代表

者（石油精製関係２人、石油化学関係２人、産業ガス関係２人、液化石油ガス関

係、ガス販売関係）、３人がエンジニアリング事業者、３人が検査機関及び行政

機関で構成されている。 

３）岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科会 

 委員１５人のうち、５人が中立的な学識経験者、４人が岩盤貯槽関係の設備製

造者、２人がエンジニアリング事業者、２人がガス製造事業者、２人が行政機関

で構成されている。 

 これら委員会は、特定の分野に偏った委員構成にはなっておらず、事前確認項目「③

高圧ガス保安の分野における中立的な学識経験者及び検査規格の対象となる関係業

界団体の技術部門の代表者がそれぞれ一定の割合以上含まれた委員会で検査規格が

審議・検討されている。」に該当する。 

 

④ 検査規格を策定した委員会の議事及び議事録が公開されている。 

 本保安検査規格が審議・検討された岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科会

の９回の議事及び議事録並びに高圧ガス規格委員会の３回の議事及び議事録につい

ては、高圧ガス保安協会のホームページで公開されている。 

従って、事前確認項目「④検査規格を策定した委員会の議事及び議事録が公開され

ている。」に該当する。 

 

⑤ 提案された検査規格と、高圧ガス保安法省令（一般則、コンビ則、液石則又は冷凍 

則）及び既存検査規格との関係が明確に示されている。 

本保安検査規格は、高圧ガス保安法省令のうち、コンビナート等保安規則（以下「コ

ンビ則」という。）に技術基準が定められている液化石油ガス岩盤備蓄基地に関する

保安検査の方法を定めたものであり、本保安検査規格の「Ⅰ総則 ３ 技術基準条項

と対応する検査方法の該当箇所」によりコンビ則の技術基準と保安検査の方法が対応

がとれていること、また、「Ⅰ総則 １ 適用範囲」により他のコンビ則適用施設の

保安検査の方法『（ＫＨＫＳ０８５０－３（２０１１）』との関係も明確に示されて

いる。 

従って、事前確認項目「⑤提案された検査規格と、高圧ガス保安法省令及び既存検

査規格との関係が明確に示されている。」に該当する。 

 

⑥ 検査規格策定の審議過程において、パブリックコメントが実施されており、パブリ

ックコメントにより寄せられた意見及びその意見に対する対応が公表されている。  
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本保安検査規格の審議過程において、平成２４年４月２３日から平成２４年５月

２３日までの間、パブリックコメントが実施され、意見がなかったことについて高

圧ガス保安協会のホームページで公表されている。 

従って、事前確認事項「⑥検査規格策定の審議の過程において、パブリックコメン

トが実施されており、パブリックコメントにより寄せられた意見及びその意見に対す

る対応が公表されている。」に該当する。 

 

（２）確認結果 

  （１）のとおり、平成２４年１１月１９日付けで高圧ガス保安協会から経済産業省に

提出された岩盤備蓄基地保安検査規格は、「ＷＧの運営について」の２．（１）の①から

⑥までの各事前確認項目に該当することを確認した。したがって、高圧ガス保安室とし

て本保安検査規格は、ＷＧに付議するための要件を満たしていると判断した。 

 

（３）ＷＧにおける確認 

    上記（２）の高圧ガス保安室の確認結果については、第１回ＷＧにおいて確認した。 

 

３．岩盤備蓄基地保安検査規格の審査・評価について 

（１）第１回ＷＧ 

「ＷＧの運営について」の２．（２）の観点（（参考）参照）で審査・評価を行う

ため、高圧ガス保安協会から、液化石油ガス岩盤備貯槽に関する説明（第１回ＷＧの

参考資料３）及び申請書（第１回ＷＧ資料４）に基づく本保安検査規格の内容につい

ての説明を行い、質疑応答が行われた。 

また、平成２５年１月２１日までに、本保安検査規格に関する質問、意見を提出する

よう委員に依頼し第１回ＷＧは閉会となった。 

 

（参考）「ＷＧの運営について」の２．（２）の評価の観点 

 ①検査規格策定のプロセスが、公正・公平・公開を重視したものであること。 

 ②技術基準で要求される性能との項目上の対応が取れていること。 

 ③検査を行うに当たって必要な技術的事項について、検査項目毎に、具体的な手法

や仕様が示されており、その結果、１の対象設備について具体的な１の検査方法が

疑義なく決定されること。 

 ④検査規格項目毎に示された具体的な手法や仕様について、それが審査時点で最も

合理的かつ科学的なものであって、技術的に妥当なものであると判断されること。 

 

（２）第１回ＷＧ後の委員からの意見 

 ２名の委員から、本保安検査規格に関する意見・質問が提出された。 
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 意見・質問内容については（３）の中に記載している。第１回ＷＧ後の委員からの意

見等については、（３）②の（意見ｅ）及び（意見ｆ）並びに（３）③の（質問ａ）、

（質問ｂ）及び（意見ｃ）である。 

 

（３）第２回ＷＧ 

第１回ＷＧ及び平成２５年１月２１日までに委員から提出された質問及び意見につ 

いて、高圧ガス保安協会及び事務局から説明を行った。 

  当該質問及び意見については、①液化石油ガス岩盤備蓄基地の技術基準に関する事項、 

②液化石油ガス岩盤備蓄基地の保安検査の方法に関する事項、及び③その他の事項に

分類することができる。 

以下に、意見、質問及びその回答について示す。 

① 液化石油ガス岩盤備蓄基地の技術基準に関する事項 

(質問ａ） フェールセーフバルブの作動要件、技術基準の適用条項を示してほし

い。 

(回答ａ)  フェールセーフバルブの作動要件は、金属管が破壊に至る外力を受け

る場合にフェールセーフバルブを開としている油圧パイプが同時に破損

することにより、フェールセーフバルブは自動的に閉となる。この他、

竪坑内のガス検知器等により漏えいを検知した場合には計器室で手動に

より閉にする。 

       フェールセーフバルブの技術基準の適用条項は、コンビ則第 5 条第 1

項第 64 号の 2二の「金属管の破損により液化石油ガスが漏えいしたとき

に安全に、かつ、速やかに遮断するための措置」であり、当該技術基準

は、岩盤貯槽においては防液堤を設置しないため設けられたものである。 

     なお、貯槽の第一フランジより下流側に、貯槽部と配管とを分離する

目的でコンビ則第５条第１項第４４号に基づき別途、緊急遮断弁を設置

している。 

  

（質問ｂ） 岩盤貯槽（特定設備）内の液面計と界面計のモニタリングについて、

機能の違いとそれぞれの技術上の基準との関係性を示してほしい。 

（回答ｂ） 液面計は、貯液率９７％以下（許可を受けた貯液率）であることの確

認を行うため、コンビ則第 5条第１項第 33 号に基づき設置されたもので

ある。一方で、界面計は、水封機能を維持するための設備の一部であり、

底水排水をコントロールするため、コンビ則第 5条第１項第 64 号の２イ

に基づき設置されたものである。 

 

  （質問ｃ） 作業トンネル側のプラグの高圧ガス保安法上の位置づけを示してほし



 

8 

 

い。 

（回答ｃ） 作業トンネル側のプラグは高圧ガス保安法上、特定設備の一部であり、 

建設時に十分な強度と水密性を確認している。また、プラグの状態につ

いては、液化石油ガス岩盤貯槽の一部として水封機能を確認することに

より、健全性の確認を行う。さらに、地表面より下部にある地下水位観

測孔等にガス検知器を設置し、常時漏えいの監視をしている。 

  

（質問ｄ） 底水排水ポンプの技術基準上の位置づけを示してほしい。 

（回答ｄ） 底水排水ポンプは高圧ガス設備ではないが、コンビ則第５条第１項第 

６４号の２で規定される水封機能を維持するための措置を構成する機

器である。このため、保安検査において、底水排水ポンプは検査対象と

なる。 

     

（質問ｅ）保安電力等に記載されている余裕空間については、どのように決めら

れたのか示してほしい。 

（回答ｅ）波方基地では、想定される湧水量に対し、プロパン貯槽で１５日、ブ

タン貯槽１７日分の余裕空間を設けている。過去の阪神淡路大震災時に

電気が復旧するまでの日数が６日であったことを踏まえ、それに比して

十分に余裕を持たせたものである。本件については、「コンビナート等

保安規則の機能性基準の運用について（平成 13・03・23 原院第３号）」

３．に基づき、高圧ガス保安協会に設置された詳細基準事前評価委員会

で、コンビ則第５条第１項第５０号の技術基準（経済産業大臣が定める

設備（液化石油ガス岩盤貯槽に特有のものとしては、水封機能を維持す

るための措置にかかる設備）が停電等により、当該設備の機能が失われ

ることのないような措置を講じること。）の詳細技術基準として認めら

れたものである。なお、自主的な取り組みとして、底水排水ポンプ用を

含めた非常用発電機を高所に設置する予定である。 

 

②液化石油ガス岩盤備蓄基地の保安検査の方法に関する事項 

（質問ａ） 竪坑の気密試験の目視検査は、貯槽内部にガスが入った状態で実施す 

るのか教えてほしい。 

（回答ａ）貯槽内部に液化石油ガスが入った状態で目視検査を実施する。 

 

（質問ｂ）岩盤貯槽の気密性能の判断基準はどのようになっているのか。 

（回答ｂ）コンビ則第 2 条第 1 項第 9 号の 2 において岩盤貯槽は周囲に作用する

水圧（水封機能）により液化石油ガスの漏えいを防止するものと定義さ
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れている。液密・気密性能が維持されている水封機能の条件については、

高圧ガス保安協会の詳細基準事前評価委員会で承認されており、水封機

能の設計条件が維持されていることは地下水位、湧水量及び間隙水圧に

より確認する。 

    また、貯槽の一部である金属管については、第一フランジへの発泡液

の塗布による確認及び配管竪坑内のガス検知器により常時漏えいの監視

をするとともに水面の状況（連続した気泡の有無）の確認も行う。なお、

水面に気泡が認められた場合には、ガス検知器でＬＰＧかその他の気体

かの確認を行う。 

 

（意見ｃ） 保安電力等の検査方法に、ただし書で余裕空間の検査方法が記載され

ているが検査の方法として適切ではないのではないか。 

（回答ｃ） コンビ則第５条第１項第５０号の技術基準では、経済産業大臣が定め

る設備（液化石油ガス岩盤貯槽に特有のものとしては、水封機能を維持

するための措置にかかる設備）が停電等により、当該設備の機能が失わ

れることのないような措置を求めているが、波方基地の液化石油ガス岩

盤貯槽については、水封機能を維持するための設備の排水ポンプを駆動

するための予備電力の確保が困難で、当該技術基準の詳細技術基準であ

る例示基準を用いることができないため、ポンプの駆動動力の確保の代

わりに、湧水を貯蔵する余裕空間を設けて対応することについて、①（回

答ｅ）のとおり、詳細技術基準として認められたものである。このため、

当該詳細技術基準への適合状況を確認する方法として、ご指摘の「ただ

し書」を保安検査の方法として規定している。 

 

（意見ｄ） ケミカルアンカーの検査方法は当該検査方法で十分か。 

（回答ｄ） 液化石油ガス岩盤備蓄基地に液化石油ガス岩盤貯槽以外の貯槽を設置

する場合、コンビ則第５条第１項第２３号が適用され、貯槽は基礎に緊

結する必要がある。この緊結の方法としてケミカルアンカーを使用する

場合、当該技術基準の詳細技術基準である例示基準（９．高圧ガス設備

の基礎の 8.2）を用いることができないため、高圧ガス保安協会の詳細基

準事前評価委員会で、ケミカルアンカーの耐久性等について例示基準と

同等の安全性を保有していることが確認された場合に認められることと

なる。なお、液化石油ガス岩盤貯槽では、ケミカルアンカーは使用して

おらず、使用される計画もない。 

 

（質問ｅ） 貯槽の規定容量に満たない状態での貯槽の安定性について検査は必要
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ではないか。 

（回答ｅ） ＬＰＧの受け入れ前にＬＰＧガスで貯槽内圧を上げるため、貯槽内圧 

はほぼ一定であり、貯槽の規定容量に満たない状態での貯槽の安定性に

ついては、確保されていると考えている。また、操業時の受払による貯

槽内圧の変化も小さいと考えている。 

 

（意見ｆ） プラグに関する保安検査は必要ではないか。 

（回答ｆ） プラグそのものの保安検査は必要ないと考えているが、一方で、プラ 

グを含めた岩盤貯槽の気密性能については、水封機能を維持するための

措置により確認する。 

 

③その他の液化石油ガス岩盤備蓄基地に関する事項 

（質問ａ） 液化石油ガスは絶縁性が高く静電気をためやすいが静電気対策はどの 

ようになっているか。 

（回答ａ） 地上設備には一般的な静電気対策を実施している。一方、ポンプ類が 

収納されている金属管は配管竪坑内にあり水で覆われており、地下設備

のポンプは水冷式で、モーターの周囲は水で覆われているため静電気の

影響は受けないと考えている。 

 

（質問ｂ） 地殻変動のモニタリングは必要ではないか。 

（回答ｂ） 岩盤備蓄基地の地下空洞部分は活断層、膨張性地山、高温岩体等の位 

置を避けて堅固な岩盤中に建設されている。仮に、地殻変動等により地

下空洞部分に亀裂が生じた場合は、透水性が変化することにより供給水

量及び湧水量に変化が生じるため、これらを監視することで地殻に生じ

た変化を把握することは可能と考えている。 

       加えて、自主的な取り組みとして、ＡＥ（アコースティックエミッシ 

ョン：材料が変形あるいは破壊する際に、内部に蓄えていた弾性エネル

ギーを音波として放出する現象）等を利用した岩盤の挙動の監視を実施

している。 

 

（意見ｃ） 附属書Ｇの「ホットボルティング」は、平成２１年度第１回分科会議 

事録では削除する旨の記載があるが、現在も残っている。削除してよ

いのではないか。 

（回答ｃ） ご指摘のとおり、高圧ガス保安協会の保安検査基準等検討分科会（平 

成 21 年度第１回分科会）において、当時建設中の岩盤備蓄基地ではホ 

ットボルティング行う必要のある設備がないことから「ホットボルティ
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ング」は削除することとしたが、将来的に地上部の設備で使用する可

能性もあることから、当該箇所を当初の記載のとおり残すこととした。

その経緯について、議事録には残されていないが、平成 21 年度第２回

保安検査基準等検討分科会において説明を行い、以降、その前提で審

議が行われている。 

 

４．ＷＧにおける岩盤備蓄基地保安検査規格の評価 

  第２回ＷＧにおいて、「ＷＧの運営について」の２．（２）の観点で本保安検査規格

について評価を行った。 

① 検査規格策定のプロセスが、公正・公平・公開を重視したものであること。 

② 技術基準で要求される性能との項目上の対応が取れていること。 

③ 検査を行うに当たって必要な技術的事項について、検査項目毎に、具体的な手法

や仕様が示されており、その結果、１の対象設備について具体的な１の検査方法

が疑義なく決定されること。 

④ 検査規格項目毎に示された具体的な手法や仕様について、それが審査時点で最も

合理的かつ科学的なものであって、技術的に妥当なものであると判断されること。 

  以下に、その視点毎の評価の詳細について記述する。 

  

 

（１） 検査規格策定のプロセスが、公正・公平・公開を重視したものであること。 

検査規格策定のプロセスが、公正・公平・公開を重視したものであることについて 

は、ＷＧに本保安検査規格を付議する前に高圧ガス保安室において２．（１）（以下「事 

前確認」という。）について確認を行った。なお、その確認の中で本評価に関する部分 

は、２．（１）③、④及び⑥である。 

第１回ＷＧ終了後、３．（３）③その他の事項の（意見ｃ）のとおり、委員から、保

安検査規格附属書ＧのＧ．３ ｂ）に記載されている「ホットボルティング」につい

て、平成２１年６月２５日に開催された第１回平成２１年度岩盤備蓄基地に係る保安

検査基準等検討分科会の議事録では削除する旨の記載があるが、現在も「ホットボル

ティング」の記載が残っている旨の指摘が提出された。 

本指摘に関しては、第２回ＷＧにおいて、高圧ガス保安協会から、第１回平成２１年 

度岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科会終了後に事務局で検討したところ、

将来的に地上部の設備でホットボルティングを使用する可能性があることから当該記

載を残すこととし、第２回平成２１年度岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科

会においてその旨を説明し、附属書Ｇに掲載したまま審議を行っていたこと、ただし、

議事録にはその旨を記載していないとの回答があった。 

  この点については、当該分科会の運営に不備があると考えられる。 
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 本件については、高圧ガス保安協会から、平成２５年２月１９日から２月２８日まで

の間で、第２回平成２１年度岩盤備蓄基地に係る保安検査基準等検討分科会の議事録に、

『「ホットボルティング」の記載を残す。』旨の記載を追加することについて、同分科会

委員に対し書面投票を行い可決されたこと、当該書面投票の結果について、平成２５年

３月４日付けで、高圧ガス保安協会ホームページに掲載した旨の報告を受けたことから、

分科会の運営の不備に対する対応は適切になされており、検査規格策定のプロセスが公

正・公平・公開を重視したものと認められる。 

 

（２） 技術基準で要求される性能との項目上の対応が取れていること。 

    技術基準で要求される性能との項目上の対応が取れていることについては、事前確認 

において確認した。なお、事前確認の中で本評価の視点に該当する部分は、２．（１）

⑤である。 

      本視点に関しては、３．（３）②液化石油ガス岩盤備蓄基地の保安検査の方法に関 

する事項の（意見ｃ）のとおり、第１回ＷＧにおいて、委員からコンビ則第５条第１ 

項第５０号に対応する、保安検査の方法「５．２．２ 保安電力等」中、「ただし、 

岩盤貯槽（特定設備）の水封機能を維持するための措置に係る設備のうち、底水排水 

ポンプの保安電力等を余裕空間で対応する場合は測定とし、５．２．３．３とする。」 

について、保安電力等の技術基準に対応する検査方法としては適切ではないのではな 

いかとの指摘があった。 

  当該指摘に対しては、第１回ＷＧ及び第２回ＷＧにおいて、コンビ則第５条第１項 

第５０号の技術基準では、経済産業大臣が定める設備（液化石油ガス岩盤貯槽に特有 

のものとしては、水封機能を維持するための措置にかかる設備）が停電等により、当 

該設備の機能が失われることのないような措置を求めているが、波方基地の液化石油 

ガス岩盤貯槽については、水封機能を維持するための設備の排水ポンプを駆動するた 

めの予備電力の確保が困難で、当該技術基準の詳細技術基準である例示基準を用いる 

ことができないため、ポンプの駆動動力の確保の代わりに、湧水を貯蔵する余裕空間 

を設けて対応することについて、３．（３）①液化石油ガス岩盤備蓄基地の技術基準 

に関する事項（回答ｅ）のとおり、詳細技術基準として認められたものである。この 

ため、指摘のあった「ただし書」は当該詳細技術基準への適合状況を確認する方法と 

して保安検査の方法として規定したものであること、について高圧ガス保安協会から 

説明し、提出された規格のとおりで了承を得た。 

以上を踏まえ、本保安検査規格は、技術基準で要求される性能との項目上の対応 

が取れていると認められる。 

  

（３） 検査を行うに当たって必要な技術的事項について、検査項目毎に、具体的な手法や

仕様が示されており、その結果、１の対象設備について具体的な１の検査方法が疑義
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なく決定されること。 

 本項目に関しては、高圧ガス保安協会申請資料の資料６「コンビ則条項と対応する

検査項目」及び資料５「高圧ガス保安法省令及び既存検査規格との関係を示した資料」

を用いて確認を行った。 

   検査を行うに当たって必要な技術的事項について、検査項目毎に、具体的な手法や

仕様が示されており、その結果、１の対象設備について具体的な１の検査方法が疑義

なく決定されていると認められる。 

 

（４） 検査規格項目毎に示された具体的な手法や仕様について、それが審査時点で最も合

理的かつ科学的なものであって、技術的に妥当なものであると判断されること。 

  本保安検査規格は液化石油ガス岩盤備蓄基地の施設が、コンビ則の技術基準に適合し

ているかどうかを確認するための保安検査の方法である。本保安検査規格には、液化石

油ガス岩盤備蓄基地に含まれる液化石油ガス岩盤貯槽（地下貯槽から地上の第１フラン

ジまでの部分）に適用される技術基準と液化石油ガス岩盤貯槽以外の液化石油ガス岩盤

備蓄基地のための地上部の設備に適用される技術基準のそれぞれに対応した技術基準

に対応した保安検査の方法が規定されている。 

  液化石油ガス岩盤貯槽以外の液化石油ガス岩盤備蓄基地のための地上部の設備につ

いては、既存のコンビ則の保安検査規格である「ＫＨＫＳ ０８５０－３（２０１１）

保安検査基準」の保安検査項目を引用している。「ＫＨＫＳ ０８５０－３（２０１１）

保安検査基準」は、平成２３年１０月１４日の総合資源エネルギー調査会高圧ガス部会

保安検査規格審査小委員会において、保安検査の方法として妥当である旨の評価を受け

ている。このため、液化石油ガス岩盤貯槽以外の地上部の設備にかかる技術基準に対応

した保安検査の方法については、検査規格項目毎に示された具体的な手法や仕様につい

て、それが審査時点で最も合理的かつ科学的なものであって、技術的に妥当なものであ

ると判断される。 

  このため、本項目については、以下の液化石油ガス岩盤貯槽に適用される技術基準に

対応した保安検査の方法に限定して評価を行った。 

コンビ則の技術基準 保安検査基準案 

第５条第１項第２４号 ３．２ 耐震設計構造 

第５条第１項第１８号 ４．３ 高圧ガス設備の気密性能 

第５条第１項第５０号 ５．２．２ 保安電力等 

第５条第１項第６４号の２ ハ ６．１１ 金属管の腐食防止措置 

第５条第１項第６４号の２ ニ ６．１２ 金属管の漏洩遮断措置 

第５条第１項第６４号の２ ホ ６．１３ 金属管地上部分の破損防止措置 

第５条第１項第６４号の２ ロ ７．水封機能を維持するための措置 

 具体的評価は、第１回ＷＧにおける質疑及び平成２５年１月２１日までに委員から提出



 

14 

 

された意見のうち、保安検査の方法に関する意見があった「３．２ 耐震設計構造」、

「４．３ 高圧ガス設備の気密性能」、「５．２．２ 保安電力等」について、第２回Ｗ

Ｇにおいて検討を行った。 

 

①「３．２ 耐震設計構造」の検査方法について【３．（３）②（意見ｄ）】 

    保安検査規格では、液化石油ガス岩盤備蓄基地の耐震設計構造物のアンカーボ 

ルト等の保安検査の方法は、目視での検査が可能な部分に限り、目視検査を行う

こととなっている。今回審査・評価を行う保安検査規格は、液化石油ガス岩盤備

蓄基地の保安検査方法であり、液化石油ガス岩盤貯槽、地上設備の耐震設計構造

物である配管、貯槽等には、ケミカルアンカーは使用されておらず、また、使用

される計画もないため、保安検査の方法として妥当である旨了承された。 

 

②「４．３ 高圧ガス設備の気密性能」の検査方法について【３．（３）②（意見ｆ）】 

作業トンネルには内圧よりも高い水圧がかかっていることから、万が一プラグが

損傷してもガスが漏洩する可能性が極めて低いため、プラグ側のガス漏洩の確認の

必要はないと考えられる。なお、日常の検査として、作業トンネルに通じる水封水

供給坑の点検等を実施している。 

  また、保安検査規格では、配管竪坑内の配管のガスの漏洩を確認するため、気密

性能の確認方法として、配管竪坑内の水面の状況を確認することとしている。 

 以上を踏まえ、保安検査の方法として妥当である旨了承された。 

  

③「５．２．２ 保安電力等」の検査方法について【３．（３）②（意見ｃ）】 

本保安検査方法の記載は、前段は、停電時の代替電力に関連する設備の検査方

法を規定している。後段のただし書の検査の方法は、停電時等により電力を喪失

したとしても水封機能を維持できる措置として、技術基準として認められている

余裕空間について、適切な気相部の容積が確保されているかを確認することを定

めており、技術基準として認められた余裕空間の確認の方法としては適切である。 

  本検査方法の議論の過程で、委員から余裕空間で対応することが技術基準で認め 

られていたとしても、予備電源を用意するべきではないかとの意見が出された。

この点については、実際に余裕空間で対応が認められている波方基地でも自主 

的に非常用発電機の設置を予定していること、非常用発電機が設置された場合に 

は、本項の保安電力としての検査がなされることとなるため、委員の指摘につい 

ては自主的に対応がなされている。 

このため、保安検査の方法として妥当である旨了承された。 

 

 以上の議論を踏まえ、本保安検査規格は、検査規格項目毎に示された具体的な手法
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や仕様について、それが審査時点で最も合理的かつ科学的なものであって、技術的

に妥当なものであると認められる。 

 

 

５．ＷＧの評価 

 岩盤備蓄基地保安検査規格については、岩盤備蓄基地の保安検査の規格として保安

検査の方法を定める告示において、保安検査の方法として指定することは妥当と考え

る。 
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